
6-1 千葉市報告様式 

6-1-1 千葉市第１号様式 

 

災 害 概 況 速 報 
 

災害名              （第  報） 

 

 

 

災 

害

の

概

況 

災害種別 地震、 水害、 火災 発生日時  年  月  日  時  分 

(地区ごとの被害の有無及び概況、施設ごとの被害の有無及び概況等) 

※     区    町   丁目    番 

被

害

の

状

況 

死傷者 

死 者 人 不 明 人 

住 家 

全 壊 棟 一部破損 棟 

負傷者 人 計 人 半 壊 棟 床上浸水 棟 

(火災の発生の有無及び状況、道路・橋りょうの状況、電気・ガス・水道の状況等) 

応

急

対

策

の

状

況 

(応急措置、自主防災組織・住民の動向、警察官・県その他防災関係機関との連絡状況) 

 

報 告 日 時  年  月  日  時  分 

市 町 村 千  葉  市 

所 属 名       区・部    課 

報 告 者 名  

※項目ごとに情報源を明記すること。 

  (住民通報、自主防災組織通報、その他民間通報、 

  消防・警察官通報、その他機関通報及び現認) 

※項目ごとに確認、未確認の別を明記すること。 
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6-1-2 千葉市第２号様式 

 

職 員 動 員 報 告 
(        班(部･区)) 

       所 属 名          課(室･所)                          

                   

                 職・氏名               

 

 

災害名称                                                           

動員期間 令和  年  月  日（ 曜日）～  月  日（ 曜日） 

 

 

職名 
職員コード 

氏   名 

動員時間 出動時間 
備     考 

開始時間 終了時間 開始時間 終了時間 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 

※１ 課（室・所）ごとに記入すること。 

 ２ 職員コード・氏名欄は、可能な限りコード付ゴム印を使用すること。 

 ３ 動員時間、出動時間が２日以上に渡る場合は、時間記入欄に「○日の○時」と記入すること。 

 ４ 出動した場合は、備考欄に作業内容を記入すること。 

 ５ 動員日から３日以内に提出すること。 
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6-1-3 千葉市第３号様式 

災害対策活動実施状況報告 

災

害

名 

 

 

 

報

告

者 

      部     班 

      区 

氏名 

報告 

 

時刻 

  年  月  日  時  分（中

間） 

 

           現  在（最

終） 

 

№ 

 

 

  ／ 

 

月 日 時 刻 災害対策の種類 実   施   状   況 今  後  の  対  策 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

※１ 日時を追って適時記入し、状況に応じて整理すること。（ただし、時刻表示は、２４時制とする。） 

２ 「実施状況欄」には、作業及び被災者に対する措置の内容、活動場所、活動期間、進捗率、延出動人員、延使用資機（器）材、応援の状況等を具体的に記入す

ること。 

３ 「今後の対策欄」には、作業及び措置の内容、活動場所、必要となる延人員、必要となる資機（器）材、応援を必要とする数量を記入すること。 
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6-1-4 千葉市第４号様式 

輸  送  記  録 
市町村名：千葉市 №  ／   

令和  年  月  日  時現在 

 

※１ 「目的」欄は主なる目的（又は救助の種類名）を記入すること。   ４ 借上等の「金額」欄には、運送費又は車輛等の借上費を記入する 

２ 都道府県又は市町村の車輛等による場合は「備考」欄に車輛番号     こと。 

   を記入すること。                         ５ 「故障の概要」欄には､故障の原因及び故障箇所を記入すること。 

  ３ 借上車輛等による場合は有償無償を問わず記入すること。      ６ 「小計・合計」欄は、該当しないものを二重線で消すこと。 

 

 

輸送月日 目  的 

輸送区間 

 

 

 

(距離) 

借  上  等 修            繕 

燃料費 実支出額 備     考 

使用車輌等 

金 額 

故 障 車 輌 等 
修 繕 

 

月 日 

修繕費 故障の概要 
種 類 台数  種 類 

所 有 者 

住所・氏

名 

月 日 
    

円 
  

 月 日 円 
 

円 円 
 

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

小計 

合計 
   

台 円 
   

円 
 

円 円 
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6-1-5 千葉市第５号様式 

物資給与状況記録 
市町村名：千葉市 №  ／   

令和  年  月  日  時現在 

 

住家被害 

 

程度区分 

世帯主住所・氏名 

基礎と 

なった 

世帯構 

成人員 

給与月日 

給   与   物   資 

実支出額 備     考 品名          

単価          

             円  

               

               

               

               

               

               

               

               

               

合計  

全壊（焼) 

・流 出 
世帯            

円 

 

半壊 (焼) 世帯            円  

床上浸水 世帯            円  

計 世帯            円  

 

災害救助物資として上記のとおり給与したことに相違なし。  ※１ 「住家被害程度区分」欄に、全壊（焼）、流失、半壊（焼）、床上浸水の別を記入すること。 

  令和  年  月  日                 ２ 「給与月日」欄に、その世帯に対して最後に給与された物資の給与月日を記入すること。 

     給与責任者 氏名          ㊞      ３ 「給与物資」欄に、品名、単価、数量を記入すること。 

                               ４ 「合計」欄は、該当しないものを二重線で消すこと。 
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6-1-6 千葉市第６号様式 

物 資 経 理 状 況 
市町村名：千葉市 №  ／   

令和  年  月  日  時現在 

 

救助の種目別 年 月 日 品  名 単位  受入先又は払出先 
受  高 払  高 残  高 備    考 

数量  金 額 数量  金 額 数量  金 額  

 年  月  日     円  円  円  

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

※１ 「救助の種目別」欄は、次のように区分して、記入すること。     こと。なお、物資等において、都道府県よりの受入分及び市町村調 

   ①避難所用、②炊き出しその他による食品給与用、③給水用機械器   達分がある場合には、それぞれの別に、受高、払高、残高の合計を 

   具・燃料及び浄水用薬品・資材、④被服・寝具等、⑤医薬品・衛生   明らかにすること。 

   材料、⑥被災者救出用機械器具・燃料、⑦燃料及び消耗品。     ３ 救護班による場合には、救護班ごとに、救護業務従事期間中にお 

  ２ 各救助の種目別最終行に受高、払高、残高の合計を明らかにする   ける品目ごとに使用状況を記入すること。 
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6-2 千葉県報告様式一覧 

 

資料編 報告項目 報告様式 

6-2-01 人的被害に関する情報 県 1 

6-2-02～04 住家等被害に関する情報 県 2－1～3 

6-2-05 交通規制・道路被害に関する状況 県 3 

6-2-06 その他の被害に関する状況 県 4 

6-2-07 避難勧告等に関する状況 県 5 

6-2-08～09 物資資源管理に関する情報 県 6-1～2 

6-2-10～11 避難所・救護所等に関する情報 県 7-1～2 
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6-2-1

人的被害に関する状況 様式1
整理
番号

管轄市町村 管轄消防 覚知時刻 発生時刻 発生住所 年齢 性別 国籍 程度 傷病名 搬送先 状況
報道への
公表区分

報告者名 報告者所属 連絡先

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12

※不明箇所は不明と記入して報告する。
※中等症の被害者の程度は、認定基準で判断できない場合、軽傷として扱う。

1
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6-2-02

住家被害に関する状況（損壊） 様式2-1
整理
番号

住所 種別 世帯数 人員 程度 破損箇所及び被害の詳細
報道への
公表区分

報告者名 報告者所属 連絡先

1 千葉市中央区市場町1-1 共同住宅 121 200 一部破損
屋根のトタンが一部めくれ上
がった。

〇〇 千葉県 043-223-2175

2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12

※ガラスが数枚割れた程度の被害は報告不要（一部破損ではない）
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6-2-03

住家被害に関する状況（浸水被害） 様式2-2
整理
番号

住所 種別 世帯数 人員 程度 対処状況 備考
報道への
公表区分

報告者名 報告者所属 連絡先

1 千葉市中央区市場町1-1 共同住宅 121 200 床上浸水 対処完了 〇〇 千葉県 043-223-2175
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
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6-2-4

非住家被害に関する状況 様式2-3
整理
番号

住所 種別 名称 程度 破損箇所及び被害の詳細 備考
報道への
公表区分

報告者名 報告者所属 連絡先

1 千葉市中央区市場町1-1 公共建物 千葉公民館 半壊 〇〇 千葉県 043-223-2175
2 千葉市中央区市場町1-1 その他 千葉倉庫 全壊
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
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6-2-5

交通規制（道路被害）状況 様式3
整理
番号

路線名 区間・場所 道路被害 交通規制 理由 迂回路
規制延長
（km）

備　考 管理者
報道への
公表区分

報告者名 報告者所属 連絡先

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12

※状況は分かる限りで記載し、不明箇所は不明として報告。
※道路被害や交通規制の理由で土砂が原因の場合、地滑りと分かれば「地滑り」、土砂の流出が崖地であれば「がけくずれ」、それ以外の場合は「土砂崩れ」としてください。
※道路被害は、土砂や倒木で路面が覆われているうちは「不明」、撤去後に道路に穴が空けば「道路陥没」、その他は状況に応じて記載してください。
※交通規制を伴わない道路被害に関しても報告する。（例）道路の縁が崩れた、もしくは土砂が被ったものの、規制は不要な場合。
※道路被害を伴わない交通規制に関しても報告する。（例）道路冠水や倒木による道路規制。
※「報道への公表区分」は、市町村が被害を認定し、マスコミへ発表できる状況になったら公表とする。

規制解除（予定）
（復旧見込み）

規制（報告）開始
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6-2-6

その他の被害に関する状況 様式4
整理
番号

事案名 覚知時刻 発生時刻 発生住所 事案の状況 備考
報道への
公表区分

報告者名 報告者所属 連絡先

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12

※状況は分かる限りで記載し、不明箇所は不明として報告する。
※二次被害の恐れがある情報、報道機関が大きく取り上げる可能性があるなど、社会的影響の大きな事案について記載する。
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6-2-7

避難勧告等発令状況 様式5
整理
番号

避難勧告等発令区分 発令時刻 解除時刻 対象市町村 対象地域 対象世帯数 対象人数 発令理由 報告者名 報告者所属 連絡先

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12

※対象世帯数及び人数は、正確な把握ができない場合はおおよその数値で良い。
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6-2-8

保有備蓄物資一覧 様式6-1

たて(mm) よこ(mm) 高さ(mm)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

保管箇所数No 品目 数量
1梱包単位の容積

単位
1梱包単位
の入数

1梱包単位の重
量(kg)

市町村
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6-2-9

集積拠点候補地 様式6-2

※緯度経度は10進法により小数点以下7桁まで入力。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

No 市町村 住所 電話施設名
大型(10t)
進入可否

受入人数 官／民
有効面積
（㎡）

緯度 経度 屋根
荷役
機械
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6-2-10

避難所情報 様式7-1
※緯度経度は10進法により小数点以下7桁まで入力。

出入
口

トイレ 水道
浸水想定区

域
土砂災害
警戒区域

土砂災害
特別警戒区域

津波災害
警戒区域 食料（食） 飲料（Ｌ） 毛布（枚） トイレ（基） 紙おむつ（枚） 生理用品（枚）

マスク
（枚）

手指消毒液 自家発電装置 非常用発電機 衛星電話 燃料 生活用水

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

No 施設名 住所 電話
有効面積
（㎡）

市町村 緯度 経度 想定収容
人数

備蓄物資構造条件 立地条件
管理者 管理担当 耐震

性
耐火
性

非構造部材
の耐震化

交通
条件

福祉
避難
所

指定
避難
所
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6-2-11

避難所開設情報 様式7-2

世帯数 人数 世帯数 人数

例 ○○市総合体育館 ○○市××町１－１－１ ***-***-**** 500 250 3 10 5 15 毛布 12/1 15:00 12/2 21:00

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

閉鎖日時
有効面積
（㎡）

現避難数 延べ避難数
不足物資

収容可能
人数

開設日時No 施設名 住所 電話市町村
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1 
 

火災・災害等即報要領 

昭 和 59 年 10 月 1 5 日 
消防災第 267号消防庁長官 

 

改正   平成 6年 12月消防災第 279号、平成 7年 4月消防災第 83号、 
平成 8年 4月消防災第 59号、平成 9年 3月消防情第 51号、 
平成 12年 11月消防災第 98号・消防情第 125号、平成 15年 
3月消防災第 78号・消防情第 56号､平成 16年 9月消防震第 66 
号､平成 20年 5月消防応第 69号、平成 20年 9月消防応第 166 
号､平成 24年 5月消防応第 111号、平成 29年 2月消防応第 11 
号､平成 31年 4月消防応第 28号、令和元年 6月消防応第 12号 

 

第１ 総則 

１ 趣旨 

   この要領は、消防組織法（昭和 22年法律第 226号）第４０条の規定に基づき消防庁

長官が求める消防関係報告のうち、火災・災害等に関する即報について、その形式及

び方法を定めるものとする。 

  

  

  

  

 

 

 ２ 火災・災害等の定義 

   「火災・災害等」とは、火災・災害及びその他の事故をいう。 

   なお、本要領における用語の定義については、本要領に特別の定めのない限り、「火

災報告取扱要領（平成 6 年 4 月 21 日付け消防災第 100 号）」、「災害報告取扱要領（昭

和 45年 4月 10日付け消防防第 246号）」、「救急事故等報告要領（平成 6年 10月 17日

付け消防救第 158 号）」の定めるところによる。 

 

３ 報告手続 

(1) 「第２ 即報基準」に該当する火災又は事故（(1)において「火災等」という。）が

発生した場合には、当該火災等が発生した地域の属する市町村（当該市町村が消防の

事務を処理する一部事務組合又は広域連合の構成市町村である場合は、当該一部事

務組合又は広域連合を含む。以下第１から第３までにおいて同じ。）は、火災等に関

する即報を都道府県を通じて行うものとする。 

ただし、２以上の市町村にまたがって火災等が発生した場合又は火災等が発生し

た地域の属する市町村と当該火災等について主として応急措置（火災の防御、救急業

務、救助活動、事故の処理等）を行った市町村が異なる場合には、当該火災等につい

て主として応急措置を行った市町村又はこれらの火災等があったことについて報告

（参考） 
消防組織法第４０条  
 消防庁長官は、都道府県又は市町村に対し、消防庁長官の定める形式及び方法によ

り消防統計及び消防情報に関する報告をすることを求めることができる。 

（別紙２） 
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2 
 

を受けた市町村が都道府県を通じて行うものとする。 

(2) 「第２ 即報基準」に該当する災害が発生した場合（災害が発生するおそれが著し

く大きい場合を含む。以下同じ。）には、当該災害が発生し、又はそのおそれがある

地域の属する市町村は、災害に関する即報について都道府県に報告をするものとす

る。 

(3) 「第２ 即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、都道府県は、市

町村からの報告及び自ら収集した情報等を整理して、火災・災害等に関する即報につ

いて消防庁に報告をするものとする。 

(4) 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、市町村は、

第１報を都道府県に加え、消防庁に対しても報告をするものとする。この場合におい

て、消防庁長官から要請があった場合については、市町村は、第１報後の報告を引き

続き消防庁に対しても行うものとする。 

(5) 市町村は、報告すべき火災・災害等を覚知したときは、迅速性を最優先として可能

な限り早く（原則として、覚知後３０分以内）、分かる範囲でその第１報の報告をす

るものとし、以後、各即報様式に定める事項について、判明したもののうちから逐次

報告をするものとする。都道府県は、市町村からの報告を入手後速やかに消防庁に対

して報告を行うとともに、市町村からの報告を待たずして情報を入手したときには、

直ちに消防庁に対して報告を行うものとする。 

 

４ 報告方法及び様式 

   火災・災害等の即報に当たっては、原則として(1)の区分に応じた様式に記載し、フ

ァクシミリ等により報告をするものとする。 

ただし、消防機関等への通報が殺到した場合又はファクシミリ等が使用不能な場合

で当該方法による報告ができない場合には、迅速性を最優先とし、電話等通信可能な方

法による報告に代えることができるものとする。 

また、第１報以後の報告については、各様式で報告が求められている項目が記載され

た既存資料（地方公共団体が独自に作成した資料や災害対策本部会議で使用された資

料など）による報告に代えることができるものとする。 

なお、画像情報を送信することができる地方公共団体は(2)により被害状況等の画像

情報の送信を行うものとする。 

(1) 様式 

ア 火災等即報・・・・・第１号様式及び第２号様式 

火災及び特定の事故（火災の発生を伴うものを含む。）を対象とする。 

特定の事故とは、石油コンビナート等特別防災区域内の事故、危険物等に係る事

故、原子力災害及び可燃性ガス等の爆発、漏えい等の事故とする。 

なお、火災（特定の事故を除く。）については第１号様式、特定の事故について
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は第２号様式により報告をすること。 

イ 救急・救助事故・武力攻撃災害等即報・・・・・第３号様式 

救急事故及び救助事故並びに武力攻撃災害及び緊急対処事態における災害を対

象とする。なお、火災等即報を行うべき火災及び特定の事故に起因して生じた救急

事故等については、第３号様式による報告を省略することができる。ただし、消防

庁長官から特に求められたものについては、この限りではない。 

ウ 災害即報・・・・・第４号様式 

災害を対象とする。なお、災害に起因して生じた火災又は事故については、ア 

火災等即報、イ 救急・救助事故等即報を省略することができる。ただし、消防庁

長官から特に求められたものについては、この限りではない。 

(2) 画像情報の送信 

地域衛星通信ネットワーク等を活用して画像情報を送信することができる地方公

共団体（応援団体を含む。）は、原則として次の基準に該当する火災・災害等が発生

したときは、高所監視カメラ、ヘリコプターテレビ電送システム、衛星地球局等を用

いて速やかに被害状況等の画像情報を送信するものとする。 

ア 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等 

イ 被災地方公共団体の対応のみでは十分な対策を講じることが困難な火災・災害

等 

ウ 報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響が高い火災・災害等 

（テレビのニュース速報のテロップ又はテレビ・新聞等のマスコミの全国版のニ

ュースにて報道される火災・災害等をいう。以下同じ。） 

エ 上記に定める火災・災害等に発展するおそれがあるもの 

 

５ 報告に際しての留意事項 

(1) 都道府県又は市町村は、「第２ 即報基準」又は「第３ 直接即報基準」に該当す

る火災・災害等か判断に迷う場合には、できる限り広く報告をするものとする。 

(2) 都道府県又は市町村は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることが困

難な火災・災害等が発生したときは、速やかにその規模を把握するための概括的な情

報の収集に特に配意し、迅速な報告に努めるものとする。 

また、都道府県は、通信手段の途絶等が発生し、区域内の市町村が報告を行うこと

が十分にできないと判断する場合等にあっては、調査のための職員派遣、ヘリコプタ

ー等の機材や各種通信手段の効果的活用等、あらゆる手段を尽くして、被害情報等の

把握に努めるものとする。 

(3) 都道府県は、被害状況等の把握に当たって、当該都道府県の警察本部等関係機関と

密接な連携を保つものとする。 

    特に、人的被害の数（死者・行方不明者）については、都道府県が一元的に集約、

1360



4 
 

調整を行うものとする。その際、都道府県は、関係機関が把握している人的被害の数

について積極的に収集し、当該情報が得られた際は、関係機関と連携のもと、整理・

突合・精査を行い、直ちに消防庁へ報告をするものとする。 

(4) 市町村は、都道府県に報告をすることができない場合には、一時的に報告先を消防

庁に変更するものとする。この場合において、都道府県と連絡がとれるようになった

後は、都道府県に報告をするものとする。 

(5) 上記(1)から(4)にかかわらず、災害等により消防機関への通報が殺到した場合に

は、市町村はその状況を直ちに消防庁及び都道府県に対し報告をするものとする。 

 

第２ 即報基準                                                             

   火災・災害等即報を報告すべき火災・災害等は次のとおりとする。 

１ 火災等即報 

(1) 一般基準 

火災等即報については、次のような人的被害を生じた火災及び事故（該当するおそ

れがある場合を含む。）等について報告をすること。 

ア 死者が３人以上生じたもの 

    イ 死者及び負傷者の合計が１０人以上生じたもの 

   ウ 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(2) 個別基準 

次の火災及び事故については、上記(1)の一般基準に該当しないものにあっても、

それぞれ各項に定める個別基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）

について報告をすること。 

ア 火災 

(ア) 建物火災 

a 特定防火対象物で死者の発生した火災 

        b 高層建築物の１１階以上の階、地下街又は準地下街において発生した火災

で利用者等が避難したもの 

        c 大使館・領事館及び国指定重要文化財の火災 

d 特定違反対象物の火災 

      e 建物焼損延べ面積３，０００平方メートル以上と推定される火災 

      f 他の建築物への延焼が１０棟以上又は気象状況等から勘案して概ね１０棟

以上になる見込みの火災 

        g 損害額１億円以上と推定される火災 

(イ) 林野火災 

       a 焼損面積１０ヘクタール以上と推定されるもの 

        b 空中消火を要請又は実施したもの 
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        c 住宅等へ延焼するおそれがあるもの 

(ウ) 交通機関の火災 

        a  航空機火災 

      b タンカー火災 

      c 船舶火災であって社会的影響度が高いもの 

      d  トンネル内車両火災 

      e  列車火災 

(エ) その他 

          以上に掲げるもののほか、特殊な原因による火災、特殊な態様の火災等 

            （例示） 

              ・ 消火活動を著しく妨げる毒性ガスの放出を伴う火災 

      イ 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

       (ア) 危険物施設、高圧ガス施設等の火災又は爆発事故 

            （例示） 

・ 危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物等を貯蔵し、又は取り扱う

施設の火災又は爆発事故 

      (イ) 危険物、高圧ガス、毒性ガス等の漏えいで応急措置を必要とするもの 

(ウ) 特定事業所内の火災（（ア)以外のもの。） 

ウ 危険物等に係る事故 

     危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物、火薬等（以下「危険物等」という。）

を貯蔵し、又は取り扱う施設及び危険物等の運搬に係る事故で、次に掲げるもの

（イの石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。） 

(ア) 死者（交通事故によるものを除く。）又は行方不明者が発生したもの 

(イ) 負傷者が５名以上発生したもの 

(ウ) 周辺地域の住民等が避難行動を起こしたもの又は爆発により周辺の建物等に

被害を及ぼしたもの 

(エ) ５００キロリットル以上のタンクの火災、爆発又は漏えい事故 

(オ) 海上、河川への危険物等流出事故 

(カ) 高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う火災・危険物等の漏えい

事故 

エ 原子力災害等 

    (ア) 原子力施設において、爆発又は火災の発生したもの及び放射性物質又は放射

線の漏えいがあったもの 

    (イ) 放射性物質を輸送する車両において、火災の発生したもの及び核燃料物質等

の運搬中に事故が発生した旨、原子力事業者等から消防機関に通報があったも

の 
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    (ウ) 原子力災害対策特別措置法（平成 11年法律第 156号）第１０条の規定により、

原子力事業者から基準以上の放射線が検出される等の事象の通報が市町村長に

あったもの 

(エ) 放射性同位元素等取扱事業所に係る火災であって、放射性同位元素又は放射

線の漏えいがあったもの 

オ その他特定の事故 

        可燃性ガス等の爆発、漏えい及び異臭等の事故であって、社会的に影響度が高い

と認められるもの 

    カ 消防職員及び消防団員の消火活動等に伴う重大事故 

(3) 社会的影響基準 

(1) 一般基準、(2) 個別基準に該当しない火災・事故であっても、報道機関に大き

く取り上げられる等社会的影響度が高いと認められる場合には報告をすること。 

 

 ２ 救急・救助事故即報 

   救急・救助事故については、次に該当する事故（該当するおそれがある場合を含む。）

について報告をすること。 

(1) 死者５人以上の救急事故 

  (2) 死者及び負傷者の合計が１５人以上の救急事故 

   (3) 要救助者が５人以上の救助事故 

(4) 覚知から救助完了までの所要時間が５時間以上の救助事故 

(5) 消防防災ヘリコプター、消防用自動車等に係る重大事故  

(6) 消防職員及び消防団員の救急・救助活動に伴う重大事故 

(7) 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(8) 上記(1)から(7)に該当しない救急・救助事故であっても、報道機関に大きく取

り上げられる等社会的影響度が高い救急・救助事故（社会的影響度が高いことが判明

した時点での報告を含む。） 

     （例示） 

・ 列車、航空機、船舶に係る救急・救助事故 

・ バスの転落による救急・救助事故 

・ ハイジャックによる救急・救助事故 

・ 不特定又は多数の者が利用する建築物及び遊戯施設における設備等において

発生した救急・救助事故 

・ 全国的に流通している食品の摂取又は製品の利用による事故で、他の地域にお

いて同様の事案が発生する可能性があり、消費者安全の観点から把握されるべ

き救急・救助事故 
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３ 武力攻撃災害等即報 

   武力攻撃災害等については、次の災害による火災・災害等（該当するおそれがある場

合を含む。）について報告をすること。 

(1) 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成 16年法律第

112号。以下「国民保護法」という。）第２条第４項に規定する災害、すなわち、武力

攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出

その他の人的又は物的災害 

(2) 国民保護法第１７２条第１項に規定する緊急対処事態における災害、すなわち、武

力攻撃に準ずる攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放

射性物質の放出その他の人的又は物的災害 

 

４ 災害即報 

   災害即報については、次の基準に該当する災害（該当するおそれがある場合を含む。）

について報告をすること。 

(1) 一般基準 

ア 災害救助法の適用基準に合致するもの 

    イ 都道府県又は市町村が災害対策本部を設置したもの 

ウ 災害が２都道府県以上にまたがるもので一の都道府県における被害は軽微であ

っても、全国的に見た場合に同一災害で大きな被害を生じているもの 

エ 気象業務法第１３条の２に規定する大雨、津波、火山噴火等に係る特別警報

が発表されたもの 

オ 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(2) 個別基準 

  次の災害については(1)の一般基準に該当しないものにあっても、それぞれ各項に

定める個別基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）について報告

をすること。 

ア 地震 

   (ア) 当該都道府県又は市町村の区域内で震度５弱以上を記録したもの 

(イ) 人的被害又は住家被害を生じたもの 

    イ 津波 

    (ア) 津波警報又は津波注意報が発表されたもの 

    (イ) 人的被害又は住家被害を生じたもの 

ウ 風水害 

       (ア) 崖崩れ、地すべり、土石流等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

(イ) 洪水、浸水、河川の溢水、堤防の決壊又は高潮等により、人的被害又は住家被

害を生じたもの 
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    (ウ) 強風、竜巻などの突風等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

エ 雪害 

       (ア) 積雪、雪崩等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

       (イ) 積雪、道路の凍結、雪崩等により、孤立集落を生じたもの 

      オ 火山災害 

(ア) 噴火警報（火口周辺）が発表されたもの 

(イ) 火山の噴火により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

(3) 社会的影響基準 

(1) 一般基準、(2) 個別基準に該当しない災害であっても、報道機関に大きく取

り上げられる等社会的影響度が高いと認められる場合には報告をすること。 

 

第３ 直接即報基準 

   市町村は、特に迅速に消防庁に報告すべき次の基準に該当する火災・災害等（該当す

るおそれがある場合を含む。）については、直接消防庁に報告をするものとする。 

 

１ 火災等即報 

   (1) 交通機関の火災 

    第２の１の(2）のアの(ウ）に同じ。 

   (2) 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

    第２の１の(2)のイの(ア)、(イ)に同じ。 

  (3) 危険物等に係る事故（(2)の石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。） 

ア  第２の１の（2）のウの(ア)、(イ)に同じ。 

      イ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災・爆発事故で、当該工場等の施設内

又は周辺で、５００平方メートル程度以上の区域に影響を与えたもの 

ウ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設からの危険物等の漏えい事故で、次に該当

するもの 

(ア) 海上、河川へ危険物等が流出し、防除・回収等の活動を要するもの 

(イ) ５００キロリットル以上のタンクからの危険物等の漏えい等 

   エ 市街地又は高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う漏えいで、付近

住民の避難、道路の全面通行禁止等の措置を要するもの 

オ 市街地又は高速道路上において発生したタンクローリーの火災 

  (4) 原子力災害等 

    第２の１の(2)のエに同じ。 

(5) ホテル、病院、映画館、百貨店において発生した火災 

  (6) 爆発、異臭等の事故であって、報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度が

高いもの（武力攻撃事態等又は緊急対処事態への発展の可能性があるものを含む。） 
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２ 救急・救助事故即報 

   死者及び負傷者の合計が１５人以上発生した救急・救助事故で次に掲げるもの 

(1) 列車、航空機、船舶の衝突、転覆等による救急・救助事故 

  (2) バスの転落等による救急・救助事故 

  (3) ハイジャックによる救急・救助事故 

  (4) 映画館、百貨店、駅構内等不特定多数の者が集まる場所における救急・救助事故 

  (5) その他報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度が高いもの 

 

 ３ 武力攻撃災害等即報 

   第２の３の(1)、(2)に同じ。 

 

 ４ 災害即報 

  (1) 地震が発生し、当該市町村の区域内で震度５強以上を記録したもの（被害の有無を

問わない。） 

  (2) 第２の４の(2)のイ、ウ及びオのうち、死者又は行方不明者が生じたもの 

 

第４ 記入要領 

     第１号、第２号、第３号及び第４号様式の記入要領は、次に定めるもののほか、それ

ぞれの報告要領（「火災報告取扱要領」、「災害報告取扱要領」、「救急事故等報告要領」）

の定めるところによる。 

 

  ＜火災等即報＞ 

 １ 第１号様式（火災） 

(1) 火災種別 

     「火災種別」の欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。 

   (2) 消防活動状況 

    当該火災の発生した地域の消防機関の活動状況のほか、他の消防機関への応援要

請及び消防機関による応援活動の状況についても記入すること。 

   (3) 救急・救助活動状況 

     報告時現在の救助活動の状況、救助人員の有無、傷病者の搬送状況等について記入

すること（消防機関等による応援活動の状況を含む。）。 

   (4) 災害対策本部等の設置状況 

     当該火災に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故

対策本部等を設置した場合には、その設置及び廃止の日時を記入すること。 

(5) その他参考事項 
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     次の火災の場合には、「その他参考事項」欄に、各項に掲げる事項を併せ記入する

こと。 

   ア 死者３人以上生じた火災 

       (ア) 死者を生じた建物等（建物、車両、船舶等をいう。アにおいて同じ。）の概要 

      a 建物等の用途、構造及び周囲の状況 

b 建物等の消火設備、警報設備、避難設備、防火管理者の有無及びその管理状

況並びに予防査察の経過 

(イ) 火災の状況 

      a 発見及び通報の状況 

      b 避難の状況 

   イ  建物火災で個別基準の e、f又は gのいずれかに該当する火災 

    (ア) 発見及び通報の状況 

    (イ) 延焼拡大の理由 

        a 消防事情 

   b 都市構成 

   c 気象条件 

   d その他 

    (ウ) 焼損地域名及び主な焼損建物の名称 

    (エ) り災者の避難保護の状況 

    (オ) 都道府県及び市町村の応急対策の状況（他の地方公共団体の応援活動を含む。） 

   ウ  林野火災 

    (ア) 火災概況（火勢、延焼の状況、住家への影響、避難の状況等） 

※ 必要に応じて図面を添付する。 

    (イ) 林野の植生 

    (ウ) 自衛隊の派遣要請、出動状況 

    (エ) 空中消火の実施状況（出動要請日時、消火活動日時、機種（所属）、機数等） 

   エ 交通機関の火災 

    (ア) 車両、船舶、航空機等の概要 

    (イ) 焼損状況、焼損程度 
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第１号様式 （火災）

第　　　　 報

年 月 日 時 分

月 日 時 分 （ 月 日 時 分 ）

（ 月 日 時 分 ） 月 日 時 分

死者（性別・年齢） 人

負傷者　重症 人

中等症 人

軽症 人

構造 建築面積 ㎡

階層 延べ面積 ㎡

棟 建物焼損床面積 ㎡

棟 建物焼損表面積 ㎡

棟 　林野焼損面積 ha

棟

世帯

消防本部（署） 台 人

消 防 団 台 人

台・機 人

その他参考事項

（消防本部名）

都道府県

市町村

報告日時

消防庁受信者氏名

火 災 種 別 　１　建物　２　林野　３　車両　４　船舶　５　航空機　６　その他

出 火 場 所

報告者名
※　特定の事故を除く。

火元の業態・ 事 業 所 名

用 途 (代表者氏名)

出 火 日 時 ( 鎮 圧日 時 )

（覚知日時） 鎮 火 日 時

出 火 箇 所 出 火 原 因

死 傷 者
死者の生じた

理 由

建 物 の 概 要

焼 損 程 度

全　焼

棟数 部分焼

ぼ　や

計 棟 焼 損 面 積
焼損 半　焼

り 災 世 帯 数 気 象 状 況

消防活動状況

災害対策本部
等の設置状況

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分か
　　　る範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨
　　　（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）

救 急 ・ 救 助

活 動 状 況

その他（消防防災ヘリコプター等）
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２ 第２号様式（特定の事故） 

(1) 事故名（表頭）及び事故種別 

特定の事故のうち、「事故名」及び「事故種別」の欄中、該当するものの記号を○

で囲むこと。 

(2) 事業所名 

「事業所名」は、「○○（株）○○工場」のように、事業所の名称のすべてを記入

すること。 

(3) 特別防災区域 

発災事業所が、石油コンビナート等災害防止法（昭和 50年法律第 84号。以下この

項において「法」という。）第２条第２号に規定する特別防災区域内に存する場合の

み、当該地区名を記入すること。また、法第２条第４号に規定する第一種事業所にあ

っては、「レイアウト第一種」、「第一種」のいずれかを、同条第５号に規定する第二

種事業所は「第二種」を、その他の事業所は「その他」を○で囲むこと。 

(4) 覚知日時及び発見日時 

「覚知日時」は、消防機関が当該事故を覚知した日時を、「発見日時」は事業者が

当該事故を発見した日時を記入すること。 

(5) 物質の区分及び物質名 

    事故の発端となった物質で、欄中、該当するものの記号を○で囲み、物質の化学名

を記入すること。なお、当該物質が消防法（昭和 23 年法律第 186 号）で定める危険

物である場合には、危険物の類別及び品名について記入すること。 

(6) 施設の区分 

    欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。 

(7) 施設の概要 

「○○と××を原料とし、触媒を用いて＊＊製品を作る△△製造装置」のように記

入すること。なお、当該施設が危険物施設である場合には、危険物施設の区分（製造

所等の別）についても記入すること。 

(8) 事故の概要 

    事故発生に至る経緯、態様、被害の状況等を記入すること。 

(9) 消防防災活動状況及び救急救助活動状況 

防災本部、消防機関及び自衛防災組織等の活動状況並びに都道府県又は市町村の

応急対策の状況を記入すること。また、他の消防機関等への応援要請及び消防機関等

による応援活動の状況についても記入すること。 

(10) 災害対策本部等の設置状況 

当該事故に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故

対策本部等を設置した場合には、その設置及び廃止の日時について記入すること。 
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   (11) その他参考事項 

      以上のほか、特記すべき事項があれば、記入すること。 

      （例） 

       ・ 自衛隊の派遣要請、出動状況 

   (12) 原子力災害等の場合 

      ア 原子力災害等が発生するおそれがある場合には、「発生」を「発生のおそれ」に

読み替えること。 

      イ 原子力災害等による死傷者については、「負傷者」を「負傷者」、「被ばく者」、「汚

染者」に区分して記入すること。 

      ウ その他参考事項として、付近住民の避難、屋内避難及び安定ヨウ素剤服用の状況

を記入するとともに、地域防災計画に「原子力発電所異常事態通報様式」等が定め

られている場合には、当該通報の内容を併せて報告すること。 
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第２号様式 （特定の事故） 第　　　　 報

年 月 日 時 分

事故名

レイアウト第一種、第一種、

第二種、その他

死者（性別・年齢） 人 人 ( 人 )

人 ( 人 )

人 ( 人 )

人 ( 人 )

人

人

人

台
人
台
人
機
人

人

警戒区域の設定 月 日 時 分 人

使用停止命令 月 日 時 分 人

その他参考事項

海 上 保 安 庁

共同防災組織

活 動 状 況 そ の 他

出 場 機 関 出場人員 出場資機材

事
業
所

自衛防災組織

消 防 防 災

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分か
　　　る範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨
　　　（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）

及 び 消 防 本 部 ( 署 )

救 急 ・ 救 助 消 防 団

災 害 対 策 本 部
等 の 設 置 状 況

活 動 状 況 消 防 防 災 ヘ リ コ プ タ ー

自 衛 隊

そ の 他

中等症

軽 症

死 傷 者

負傷者等

重 症

施 設 の 概 要
危険物施設の

区 分

事 故 の 概 要

物 質 の 区 分
1 危険物　2 指定可燃物　3 高圧ガス　4 可燃性ガス
5 毒劇物　6 RI等        7 その他(　　　　　)

物 質 名

施 設 の 区 分 １　危険物施設　２　高危混在施設　３　高圧ガス施設　４　その他(　　　　　)

時 分
（ 覚 知 日 時 ） （ 月 日

月 日
発 生 日 時 月

(処理完了)

消 防 覚 知 方 法 気 象 状 況

( 月

時 分

時 分
鎮火日時 時

日

分

)

事 業 所 名 特別防災区域

発 見 日 時

事 故 種 別 　１　火災　２　爆発　３　漏えい　４　その他(　　)

発 生 場 所

時 分日月

日

）

報告日時

市町村

報告者名

（消防本部名）

１　石油コンビナート等特別防災区域内の事故
２　危険物等に係る事故
３　原子力施設等に係る事故
４　その他特定の事故

都道府県

消防庁受信者氏名
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 ＜救急・救助事故・武力攻撃災害等即報＞ 

 ３ 第３号様式（救急・救助事故・武力攻撃災害等） 

(1) 事故災害種別 

     「事故災害種別」の欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。 

(2) 事故等の概要 

      「事故等の概要」は、発生した事故等の種別、概略、経過等を記入すること。 

(3) 死傷者等 

      ア 「死傷者等」には、急病人等を含む。 

      イ 「不明」とは、行方不明等所在が判明しないものをいう。 

(4) 救助活動の要否 

      救助活動を要する又は要した事故であるか否かを記入すること。 

(5) 要救護者数（見込） 

救助する必要がある者（行方不明者あるいは救助の要否が不明の者を含む。）で、

未だ救助されていない者の数を記入すること。 

       また、「救助人員」は、報告時点で救助が完了した者の数を記入すること。 

(6) 消防・救急・救助活動状況 

       出動した消防隊、救急隊、救助隊等（応援出動したものを含む。）について、所属

消防本部名、隊の数、人員、出動車両数等を記入するとともに、傷病者の搬送状況等

活動の状況について記入すること。 

(7) 災害対策本部等の設置状況 

      当該事故に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事

故対策本部等を設置した場合には、その設置及び廃止の日時について記入すること。 

(8) その他参考事項 

        以上のほか、応急措置等について、特記すべき事項があれば記入すること。 

      （例） 

       ・ 都道府県、市町村、その他関係機関の活動状況 

     ・ 避難指示（緊急）・避難勧告の発令状況 

       ・ 避難所の設置状況 

       ・ 自衛隊の派遣要請、出動状況 

     ・ ＮＢＣ検知結果（剤の種類、濃度等） 

     ・ 被害の要因（人為的なもの） 

        不審物（爆発物）の有無 

        立てこもりの状況（爆弾、銃器、人物等） 
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第３号様式 （救急・救助事故・武力攻撃災害等）

第　　　　 報

年 月 日 時 分

消防庁受信者氏名

月 日 時 分

（ 月 日 時 分 ）

死者（性別・年齢） 負傷者等 人 ( 人 )

人 ( 人 )

計 人 人 ( 人 )

不明 人 人 ( 人 )

その他参考事項

（注）　負傷者欄の（　　）書きは、救急隊による搬送人員を内書きで記入すること。

事故災害種別 １　救急事故　２　救助事故　３　武力攻撃災害　４　緊急対処事態における災害

都道府県

（消防本部名）

発 生 場 所

発 生 日 時
覚 知 方 法

（覚知日時）

事故等の概要

中 等 症

軽 症

重 症

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分
　　　かる範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていな
　　　い旨（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）

救助活動の要否

要救護者数(見込) 救 助 人 員

消防･救急･救助

活 動 状 況

災害対策本部

等の設置状況

報告日時

報告者名

市町村

死 傷 者
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 ＜災害即報＞ 

 ４ 第４号様式 

(1) 第４号様式（その１）（災害概況即報） 

       災害の具体的な状況、個別の災害現場の概況等を報告する場合や災害の当初の段

階で被害状況が十分把握できていない場合（例えば、地震時の第１報で、死傷者の有

無、火災、津波の発生の有無等を報告する場合）には、本様式を用いること。 

      ア  災害の概況 

      (ア) 発生場所、発生日時 

当該災害が発生した具体的地名（地域名）及び日時を記入すること。 

      (イ) 災害種別概況 

a 風水害については、降雨の状況及び河川のはん濫、溢水、崖崩れ、地すべり、

土石流等の概況 

b 地震については、地震に起因して生ずる火災、津波、液状化、崖崩れ等の概

況 

          c 雪害については、降雪の状況並びに雪崩、溢水等の概況 

d 火山噴火については、噴火の状況及び溶岩流、泥流、火山弾、火山灰等の概

況 

e その他これらに類する災害の概況 

イ 被害の状況 

当該災害により生じた被害の状況について、判明している人的被害及び住家の

被害に重点を置いて記入すること。 

１１９番通報の件数を記入する欄については、第３ 直接即報基準に該当する

災害において、市町村から消防庁に直接報告をする際に記入すること。 

なお、１１９番通報件数については、災害対応の初動段階において、災害の規

模を推察する上で重要な情報となるため、集計が困難な場合は、入電の多寡につ

いて可能な限り報告をすること。 

ウ  応急対策の状況 

(ア) 当該災害に対して、災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等（以下

「災害対策本部等」という。）を設置した場合にはその設置及び廃止の日時を記

入すること。 

なお、複数の市町村で災害対策本部等を設置するなど、当該欄に記入できない

場合には、任意の様式を用いて報告をすること。 

また、庁舎被害等の発生に起因して、予定された場所以外に災害対策本部等が

設置されるなど特記すべき事象がある場合は、その旨を併せて記入すること。 

(イ) 消防機関等の活動状況については、地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプ

ター、消防組織法第 39条に基づく応援消防本部等について、その出動規模、活
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動状況等をわかる範囲で記入すること。 

(ウ) 自衛隊の災害派遣要請を行った場合には、その日時及び内容を記入すること。 

(エ) その他都道府県又は市町村が講じた応急対策については、避難所の設置状況、

他の地方公共団体への応援要請等について記入すること。 

 また、大雨、津波、火山噴火等に係る特別警報が発表された場合などにおいて

は、警報の伝達、避難勧告等の発令状況等の警戒・避難対策について記入するこ

と。なお、避難勧告等の発令状況については、第４号様式（その１）別紙を用い

て報告すること。 
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第４号様式（その１）

年 月 日 時 分

月 日 時 分

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）
　　　分かる範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれて
　　　いない旨（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）
（注）　住家被害のうち、その程度が未確定のものについては、「未分類」の欄に計上すること。

不　明 人

設 置 状 況

応
急
対
策
の
状
況

災害対策 本部 等の（都道府県） （市町村）

消 防 機 関 等 の
活  動  状  況

（地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、消防組織法第39条に基づく応援消防本部等
について、その出動規模、活動状況等をわかる範囲で記入すること。）

自 衛 隊 派 遣
要 請 の 状 況

その他都道府県又は市町村が講じた応急対策

床上浸水

棟

軽傷 人
一部破損 棟 未分類 棟

重傷 人

住家
被害

全壊 棟

被
害
の
状
況

人的
被害

死　者 人

119番通報の件数

棟

うち
災害関連死者 人 半壊 棟 床下浸水

災害名　　　　　　　　　　　　（第　　報）
報告者名

災
害
の
概
況

発生場所 発生日時

消防庁受信者氏名
市町村

（消防本部名）

（災害概況即報） 報告日時

都道府県
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第
４

号
様

式
（

そ
の

１
）

　
別

紙
都
道
府
県
名

（
避
難
勧
告
等
の
発
令
状
況
）

発
令

日
時

発
令

日
時

発
令

日
時

発
令

日
時

対
象

世
帯

数
(
※

)
対

象
人

数
(
※

)
解

除
日

時
対

象
世

帯
数

(
※

)
対

象
人

数
(
※

)
解

除
日

時
対

象
世

帯
数

(
※

)
対

象
人

数
(
※

)
解

除
日

時
対

象
世

帯
数

(
※

)
対

象
人

数
(
※

)
解

除
日

時

※
　
対
象
世
帯
数
等
を
確
認
中
の
場
合
は
、
空
欄
に
せ
ず
「
確
認
中
」
と
記
載
す
る
こ
と
。

（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

市
町

村
名

災
害

発
生

情
報

避
難

指
示

（
緊

急
）

避
難

勧
告

避
難
準
備
・
高
齢
者
等
避
難
開
始
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(2) 第４号様式（その２）（被害状況即報） 

管内の被害状況や避難に関する状況等を把握できる段階に至った場合、本様式を

用いること。 

ア  各被害欄 

     原則として、報告の時点で判明している最新の数値を記入する。ただし、被害額

については、省略することができる。 

     なお、「水道」、「電話」、「電気」及び「ガス」については、それぞれ報告時点に

おける断水戸数、通話不能回線数、停電戸数及び供給停止戸数を記入すること。 

    イ  災害対策本部等の設置状況 

      当該災害に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事

故対策本部等を設置した場合には、その設置及び廃止の日時について記入するこ

と。 

      ウ  災害救助法適用市町村名 

     市町村毎に、適用日時を記入すること。 

      エ 災害の概況 

     災害の概況欄には次の事項を記入すること。 

(ア) 災害の発生場所 

被害を生じた市町村名又は地域名 

(イ) 災害の発生日時 

      被害を生じた日時又は期間 

(ウ) 災害の種類、概況 

台風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波等の種別、災害の経過、今後の見

通し等 

オ 応急対策の状況 

消防機関等の活動状況について記入するとともに、自衛隊の災害派遣要請を行

った場合にはその日時及び内容を記入すること。 

また、その他の欄については、避難所の設置状況、災害ボランティアの活動状

況等を記入すること。 
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第
４
号

様
式

（
そ

の
２
）

被
　

　
　

　
　

害
被

　
　

　
　

　
害

災
害

名
h
a

千
円

h
a

千
円

h
a

千
円

h
a

千
円

箇 所
千

円

箇 所
団

体

箇 所
千

円

被
　

　
　

　
　

害
箇 所

千
円

人
箇 所

千
円

人
箇 所

千
円

人
箇 所

千
円

人
箇 所

人
箇 所

棟
箇 所

世 帯
隻

千
円

人
戸

千
円

棟
回 線

世 帯
戸

人
戸

棟
箇 所

世 帯 人 棟 世 帯 人 棟
世 帯

世 帯
人

人
件

自
衛

隊
の

災
害

派
遣

そ
の

他

棟
件

棟
件

す
る

こ
と

。

消 防 機 関 等 の 活 動 状 況

※
１

　
被

害
額

は
省

略
す

る
こ

と
が

で
き

る
も

の
と

す
る

。

※
２

　
１

１
９

番
通

報
の

件
数

は
、

１
０

件
単

位
で

、
例

え
ば

約
１

０
件

、
３

０
件

、
５

０
件

（
５

０
件

を
超

え
る

場
合

は
多

数
）
と

記
入

非 住 家

公
共

建
物

危
険

物

そ
の

他
そ

の
他

河
川

畜
産

被
害

被
害

総
額

 １
１

９
番

通
報

件
数

件
 

半
壊

電
話

災 害 の 概 況

電
気

ガ
ス

一
部

破
損

（
地

元
消

防
本

部
、

消
防

団
、

消
防

防
災

ヘ
リ
コ

プ
タ

ー
、

消
防

組
織

法
第

3
9
条

に
基

づ
く

応
援

消
防

本
部

等
に

つ
い

て
、

そ
の

出
動

規
模

、
活

動
状

況
等

を
記

入
す

る
こ

と
。

）

床
上

浸
水

床
下

浸
水

り
災

世
帯

数

り
災

者
数

火 災 発 生

建
物

ブ
ロ

ッ
ク

塀
等

応 　 急 　 対 　 策 　 の 　 状 　 況

港
湾

水
産

被
害

軽
　

　
　

　
傷

崖
く

ず
れ

全
壊

鉄
道

不
通

被
害

船
舶

そ
の

他

水
道

市 町 村

等 　 の 　 設 　 置 　 状 　 況

都 道 府 県

そ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 他

田
流

失
・
埋

没

災
害

名

報
告

番
号

冠
　

　
　

　
水

（
　

　
　

月
　

　
　

日
　

　
　

時
現

在
）

学
校

小
計

第
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
報

畑
流

失
・
埋

没

適 用 市 町 村 名

計
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

団
体

行
方

不
明

者

災 　 害 　 対 　 策 　 本 　 部

冠
　

　
　

　
水

・

報
告

者
名

病
院

道
路

そ 　 　 　 　 の 　 　 　 　 他

農
産

被
害

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
分

橋
り

ょ
う

林
産

被
害

災 害 救 助 法

住 　 　 　 　 家 　 　 　 　 被 　 　 　 　 害人 的 被 害

死
者

砂
防

商
工

被
害

負 傷 者

重
　

　
　

　
傷

清
掃

施
設

う
ち

災
害

関
連

死
者

公
共

施
設

被
害

市
町

村
数

　
（
被

害
状

況
即

報
）
　

　

都
道

府
県

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
分

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
分

公
立

文
教

施
設

農
林

水
産

業
施

設

公
共

土
木

施
設

そ
の

他
の

公
共

施
設
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 被害の認定基準 

 

区分 被害項目 認定基準 備考 報告様式 

人的被

害 
共通 

被害者の居住する市町村と被害発生場所の市町村と

が異なる場合は、被害発生場所の市町村が被害報告を

する。 
人的被害 

人的被

害 
死者 

当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの、又は死

体は確認できないが、死亡したことが確実な者とする。 
当該災害による負傷者が、発災後 48 時間以内に死亡

した場合は、「死者」として扱う。 
人的被害 

人的被

害 
行方不明者 

当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いが

ある者とする。 
（※1 原則として精神的なものを理由に行方が不明に

なった場合を除くが、判断は市町村が行う。） 

人的被害 

人的被

害 
重傷者 

当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける

必要のある者のうち 1 月以上の治療を要する見込みの

者とする。 

1. 重傷又は軽傷の別が明らかでない場合は、とりあ

えず「負傷者」として報告する。 
2. 要治療期間については、可能な限り、診断した医

師又は病院から正確な情報を得ること。 

人的被害 

人的被

害 
軽傷者 

当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける

必要のある者のうち 1 月未満で治療できる見込みの者

とする。 

中等症と診断された者について、左記の基準により傷

病程度を決めがたい場合は、軽傷者とする。 人的被害 

住家被

害 
共通 

住家とは、現実に居住のため使用している建物をいい、

社会通念上の住家であるかどうかは問わない。 
1. 別荘等で現に人が居住していないものは、「非住

家」として扱う。 
2. 倉庫等は通常非住家と認められるが、人が居住し

ている場合で、当該居住部分に被害を生じた場合

は「住家被害」として計上する。 

住家等被害 
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3. 店舗併用住宅の居住部分は「住家」として扱い、

店舗部分は「非住家」として扱う。また、両部分

にわたり被害を生じた場合は、「住家被害」とし

て計上し、非住家被害としては計上しない。 
4. 「棟」とは、一つの独立した建物をいい、離れ、

納屋、倉庫等は母屋とは別に 1 棟として扱う。た

だし、ごく小規模なものは除く。二つ以上の棟が

渡廊下等で接続している場合には各 1 棟として計

上する。 
5. アパート、マンション等の集合住宅が被害を受け

た場合は、被災棟数は 1 棟とし、被災世帯数はそ

の建物に居住する世帯数を計上する。 

住家被

害 
全壊 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの。す

なわち、住家全部が倒壊、流失、埋没したもの、または

住家の損壊（ここでいう「損壊」とは、住家が被災によ

り損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じることにより、

補修しなければ元の機能を復元し得ない状況に至った

ものをいう。以下同じ。）が甚だしく、補修により元通

りに再使用することが困難なもので、具体的には、住家

の損壊、若しくは流失した部分の床面積がその住家の延

べ床面積の 70%以上に達した程度のもの、または住家

の主要な構成要素（ここでいう「主要な構成要素」とは、

住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、住

家の一部として固定された設備を含む。以下同じ。）の

住家等被害 
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経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住

家の損害割合が 50%以上に達した程度のものとする。 

住家被

害 
半壊 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失した

もの、すなわち、住家の損壊が甚だしいが、補修すれば

元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、損壊

部分がその住家の延べ床面積の 20%以上 70%未満のも

の、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全

体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 20% 
以上 50%未満のものとする。 

住家等被害 

住家被

害 
一部破損 

全壊及び半壊に至らない程度の住家の破損で、補修を必

要とする程度のものとする。ただし、ガラスが数枚破損

した程度のごく小さなものは除く。 

屋根瓦の相当部分が落ちたような場合は、「一部破損」

となるが、屋根の主要部分に被害が生じた場合は、「半

壊」以上として扱う。 
住家等被害 

住家被

害 
床上浸水 

住家の床より上に浸水したもの及び全壊・半壊には該当

しないが土砂・竹木の堆積により一時的に居住すること

ができないものとする。 

アパート、マンション等の集合住宅で 2 階建て以上の

建物の被災世帯は、次のように取り扱う。 
1. 

住家等被害 

2. 

数のみでなく、その建物に居住する世帯数を「床

下浸水」に計上する。 
1 階部分が床上浸水の場合、1 階に居住する世帯

数は「床上浸水」に、2 階以上に居住する世帯数

は「床下浸水」に計上する。 
住家被

害 
床下浸水 

床上浸水に至らない程度に浸水したものとする。 
住家等被害 

非住家

被害 
共通 

住家以外の建築物で、この報告中他の被害箇所項目に属

さないものとする。 
住家等被害 

1 階部分が床下浸水の場合、1 階に居住する世帯
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これらの施設に人が居住しているときは、当該部分は住

家とする。 
非住家被害は、全壊又は半壊の被害を受けたもののみを

記入する。 
非住家

被害 
公共建物 

役場庁舎、公民館、公立保育所等で公用物又は公共の用

に供する建物とする。 
文教施設・港湾・清掃施設等別に項目を定めてあるも

のは、「公共建物」に含めない。 
住家等被害 

非住家

被害 
その他 

公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 店舗併用住宅の店舗部分のみ被害を受けた場合は、

「非住家、その他」として扱う。 
住家等被害 

非住家

被害 
文教施設 

小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学

校、特別支援学校、大学、高等専門学校及び幼稚園にお

ける教育の用に供する施設とする。 

一つの学校の中で、校舎、体育館等複数の施設が被害

を受けた場合でも、文教施設 1 箇所として被害に計上

する。 
住家等被害 

非住家

被害 
病院 

医療法第 1 条第 1 項に規定する病院（患者 20 人以上の

収容施設を有するもの）とする。 
住家等被害 

罹災世帯 

1. 災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け通

常の生活を維持できなくなった生計を一つにして

いる世帯とする。 
2. 一部損壊及び床下浸水の場合は計上しない。 

寄宿舎、下宿、その他これに類する施設に宿泊するも

ので共同生活を営んでいるものについては、これを一

世帯として扱い、また同一家屋の親子、夫婦であって

も、生活が別であれば分けて扱うものとする。 

住家等被害 

罹災者 罹災世帯の構成員とする。 住家等被害 

道路被

害 
道路 

道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第 2 条第 1 項に規定

する道路のうち、橋りょうを除いたものとする。 
1. 高速自動車国道、一般国道、県道、市町村道の一

般交通の用に供する道で、トンネル、渡船施設等

を含む。（農業用道路、林道等は含まない） 
2. 道路被害の例としては、法面崩壊、がけくずれ、

地滑り等の土砂崩れよって道路が陥没したり路

肩が崩れたもののほか、地震による路面の不陸、

交通規制・ 
道路被害 
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液状化による陥没等が該当する。 
3. 道路冠水そのものは道路被害ではないが、冠水中

は道路に被害があるか不明であり、また交通に影

響を及ぼすことがあるため、被害程度を不明と

し、その交通規制状況について報告すること。 
道路被

害 
橋りょう 

道路を連結するために河川、運河等の上に架設された橋

とする。 
交通規制・ 
道路被害 

道路被

害 
がけくずれ 

交通規制・ 
道路被害 

道路被

害 
地すべり 

地すべり等防止法（昭和 33 年 3 月 31 日法律第 30 号）

第 2 条第 3 項に規定する「地すべり防止施設」とする。 
交通規制・ 
道路被害 

道路被

害 
急傾斜地 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和

44 年 7 月 1 日法律第 57 号）第 2 条第 2 項に規定する

「急傾斜地崩壊防止施設」とする。 

交通規制・ 
道路被害 

その他

被害 
河川 

河川法（昭和 39 年法律第 167 号）が適用され、若しく

は準用される河川若しくはその他の河川又はこれらの

ものの維持管理上必要な堤防、護岸、水利、床止、その

他の施設若しくは沿岸を保全するために防護すること

を必要とする河岸とする。 

1. 河川被害の例としては、護岸の崩れ、破堤等が該

当する。 
2. なお、溢水は被害として計上しないが、その状況

については報告すること。 
その他の被害 

その他

被害 
港湾 

港湾法（昭和 25 年法律第 218 号）第 2 条第 5 項に規定

する水域施設、外郭施設、係留施設、又は港湾の利用及

び管理上重要な臨港交通施設とする。 

漁港は「港湾」に含めない。 
その他の被害 

その他

被害 
砂防 

砂防法（明治 30 年法律第 29 号）第 1 条に規定する砂

防設備、同法第 3 条の規定によって同法が準用される砂

砂防設備とは、砂防ダム・流路工等の土石流災害を防

止するための設備をいう。 
その他の被害 
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防のための施設又は第3条の2の規定によって同法が準

用される天然の河岸とする。 
その他

被害 
清掃施設 

ごみ処理及びし尿処理施設とする。 ごみ処理施設とは、一般廃棄物処理施設と産業廃棄物

処理施設をいう。 
その他の被害 

その他

被害 
鉄道不通 

汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害とする。 豪雨、地震等に伴い、一時的に運行を停止し、施設に

異常がないことを確認し運行を再開した場合は、路線

ごとに各 1 箇所として被害に計上する。 

参考様式 
【交通計画課】 

その他

被害 
被害船舶 

ろ・かいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没

し、航行不能になったもの及び流失し、所在が不明にな 

ったもの、並びに修理しなければ航行できない程度の被

害を受けたものとする。 

その他の被害 

その他

被害 
海岸 

海岸法（昭和 31 年 5 月 12 日法律第 101 号）第 2 条第

1 項に規定する「海岸保全施設」とする。 
公共土木施設被害詳

細報告 
その他

被害 
水道施設 

断水を伴う水道事業者等の施設の被害とする。 参考様式 
【水政課・水道局】 

その他

被害 
断水戸数 

上水道又は簡易水道で断水している戸数で、最新時点に

おける戸数とする。 
地域により断水の時間帯が異なる場合は、地域ごとの

最新時点における戸数を合計する。 
参考様式 

【水政課・水道局】 
その他

被害 
電気 

災害による停電した戸数で、最新時点における戸数とす

る。 
地域により停電の時間帯が異なる場合は、地域ごとの

最新時点における戸数を合計する。 
その他の被害 

その他

被害 
電話 

災害により通話不能となった電話の回線数とする。 発信規制により、電話がかかりにくい状態となった場

合は、被害に含めない。 
その他の被害 

その他

被害 
ガス 

一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となってい

る戸数で、最新時点における戸数とする。 
1. 地域により供給停止の時間帯が異なる場合は、地

域ごとの最新時点における戸数を合計する。 
2. 各家庭に取り付けられた安全器が、地震等を感知

その他の被害 
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して作動し、供給が一時的に停止された場合は、

被害に含めない。 
その他

被害 
ブロック石

塀 
倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。 

その他の被害 

その他

被害 
田の流失埋

没 
田の耕土が流出し、又は砂利等の堆積のため、耕作が不

能になったものとする。 
参考様式 

【農林水産政策課】 

その他

被害 
田の冠水 

穂の先端が見えなくなる程度に水をつかったものとす

る。 
参考様式 

【農林水産政策課】 

その他

被害 
畑の流失埋

没 

田の例に準じて取り扱うものとする。 参考様式 

【農林水産政策課】 

その他

被害 
畑の冠水 

参考様式 

【農林水産政策課】 

火災発生 
火災発生件数については、地震又は火山噴火の場合のみ

報告するものとする。 
その他の被害 

活動 
体制 

庁内各部局 
市町村 
消防本部 
警察本部 

要綱に定める即時報告のことを指し、災害の覚知後 30
分以内に報告する。 

1. 配備人数については、実情を把握しがたい場合、

各機関の定める配備定数を報告する。 
2. 消防本部及び警察本部については、現行システム

上報告する機能がないため、システムからの災害

名登録通知を受信確認することで報告に代える

ものとする。 
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第 1 報

（ 現在）

ふりがな

（ ）

1 月 1 日 15 時 30 分 概略のポンチ絵　（別途添付すること）

1 月 1 日 15 時 30 分

1 月 1 日 15 時 30 分

1 月 1 日 15 時 30 分

1 月 1 日 15 時 30 分

1 月 1 日 15 時 30 分

（ ）

1月豪雨

観測所名 霞ヶ関 km

連続雨量 年 1 月 1 日 10 時 ～

㎜ 年 1 月 1 日 16 時

最大24時間雨量 年 1 月 1 日 10 時 ～

㎜/24hr 年 1 月 2 日 10 時

最大時間雨量 年 1 月 1 日 15 時 ～

㎜/hr 年 1 月 1 日 16 時

地震 震源地 震度 7 災害発生場所からの距離 0.1 km

観測所名 霞ヶ関 0.1 km

15 cm 年 1 月 1 日 15 時

m3 堆積状況 河積の 程度

m
3

堆積状況 河積の 程度

ｍ2

度 度

5ｍ 5ｍ 5ｍ 有

有 有 ） 調査中 調査中

（番号： I－600 ） ㎢ 河床勾配 1/ 10

名 才

名 才

名 才

10 戸 木造 RC

1 戸 木造 RC

1 戸 木造 RC

床上浸水 1 戸 木造 RC

床下浸水 1 戸 木造 RC

戸 戸 （ ）

戸（ 人）

の 3世帯 3名 が へ 避難(発令に基づく) （ 発令 、 解除 ）

0 ○ 　砂防指定地　（ 年指定） 　地すべり防止区域 [ ]

0 ○ 　河川区域 ( ) ○

0 ○ 　土砂災害特別警戒区域 0

○ ○ 　土砂災害警戒区域 0

○  都市計画法に基づく開発許可制度の適用区域 ○

○  その他（ ）

③所属

④所属

＊ 緯度

経度

＊ 第一報はその時点で判明している内容でよいので迅速に報告すること 本省公表の有無：
＊ 写真は、別途e-mailにて送付すること
＊ 被害状況について、土砂災害特別警戒区域内での被災を《　》内書、土砂災害警戒区域内での被災を〈　〉内書とする

上帯那町
保全課

[都道府県] [ 市・郡 ] [ 区･町･村 ]

災　害　報　告（土石流等）
2020年１月１日17:00

山梨県

こうふ かみおびなまち かすみがせき 地
区
名

ほぜんか

発生
場所

甲府市 霞ヶ関

［大字］

ほぜんさわ
[沢・川・谷]

　河　　川　　名
霞ヶ関 砂防 保全沢

　ふ　り　が　な かすみがせき
水系

さぼう
川

[  １級・２級・その他  ]

1級

不明

土砂流出状況 流出土砂量 200 河道閉塞

発生日時
調査中 2020年1月1日 15時00分 不明・調査中であっても

推定日時として暫定的に
記入する根　拠 聞き取り

災 害 形 態
避

難

情

報

等

の

発

令

時

刻

避難準備・高齢者等避難開始　発令時刻

避難勧告　発令時刻

避難指示（緊急）発令時刻

土砂災害警戒情報　発表時刻

避難勧告等で避難がなされた時刻

自主避難がなされた時刻

土石流

現
地
調
査
結
果

氾濫開始点の勾配 氾濫終息点の勾配

天然ダム(河道閉塞)状況

10 2

最大高さ

行 方 不 明 者人的被害

死 者 被害

負 傷 者

200 河道閉塞 有

発生要因

降
雨
状
況

異常気象名

災害発生場所からの距離

観測地点

融
雪

災害発生場所からの距離

霞ヶ関 霞ヶ関

降雨 たばこの不始末

0.2

令和２

令和２

令和２

令和２

令和２

令和２

10

10

2

令和２
災害発生時
の積雪深

１／１０

１／１０

10.00 20.00

《　》〈　〉戸

老人ホーム,発電所

物
的
被
害

人
家
被
害

全壊･流出

既存施設： 既存施設の被災： （具体内容：

公共的建物・要配慮者利用施設

既存施設状況

流域面積 500

平均堆積深氾濫面積 100 氾濫最大延長(m)×氾濫最大幅(m) 20×20

流木流出状況

[　添付図面等　] 座
標都道府県全体が含まれる位置図、概況平面図、土砂流出状況が分かるポンチ絵、関連記事

報　告　者

鳥獣保護区域

応急対応 道路部局が県道への流出土砂を撤去中

緊急事業等 　災害関連緊急事業申請の有無　　 無

関係法令等
（該当する項
目に○をつけ
る）

直　轄

保安林 　急傾斜地崩壊危険区域

0

②所属 0 氏名 0 0 氏名 0

①所属 保全課

国有林 　建築基準法による災害危険区域

民有林 　建築基準法により条例で建築を制限している区域

　宅地造成工事規制区域

氏名

（その他）
市役所

避難状況　（集落名、世帯数、人数、避難場所、避難情報等の発令・解除時刻　等を記載）

対応状況　（どこがどのような対応　（工事・監視等）　を実施したかorする予定か）

1/3_12:00

氏名

大塚集落 部長室

二次災害の可能性 有
保
全
対
象

2 ㎞下流に人家 30 50 　道路名等

Ⅰ

《　》〈　〉戸半 壊

渓流の情報 区 分 　[　Ⅰ　・　Ⅱ　・　準ずる　・　危険渓流ではない　]

非 住 家 被 害

最大堆積深

被
害
状
況

年齢

一 部 損 壊 《　》〈　〉戸

有

《　》〈　〉戸

既存施設による土砂捕捉：

32

《　》〈　〉戸 《　》〈　〉戸

（種類・面積）

既存施設による土砂捕捉：

2

1

1

44、57

最大幅 最大長さ 湛水 　　土砂法に基づく緊急調査の実施 検討中

流出流木量

139.753733

35.683248

42

空積

《　》〈　〉戸 《　》〈　〉戸

県道安藤熊本線

保全　太郎 0

特になし

1/1_15:30

1960

準用

15 宅地擁壁の被害 1

公共土木施設被害
(砂防施設･道路･
鉄道･橋梁･河川構

造物 等)

　（流出、破損、埋没、交通の不通状況　等を記載）

国道1号全面通行止め

400ha

農
地
被
害

《　》〈　〉戸 《　》〈　〉戸
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第 1 報

（ 現在）

ふりがな

1 月 1 日 15 時 30 分 1 月 1 日 15 時 30 分

1 月 1 日 15 時 30 分 1 月 1 日 15 時 30 分

1 月 1 日 15 時 30 分 1 月 1 日 15 時 30 分

（ ）

km

年 1 月 1 日 10 時 ～ 年 1 月 1 日 16 時

年 1 月 1 日 10 時 ～ 年 1 月 2 日 10 時

年 1 月 1 日 15 時 ～ 年 1 月 1 日 16 時

地震 震源地 km

観測所名 km

災害発生時の積雪深 0cm 年 1 月 1 日 15 時

0 m 0 m 0 度 0 m

戸

0ｍ 0ｍ 0ｍ 0

年 1 月 1 日 16 時 ～ 17 時

年 1 月 1 日 16 時 30 分 ～

年 1 月 1 日 20 時 30 分

年 12 月 1 日 16 時 ～ 年 12 月 1 日 20 時

（ 0 ） ） （ 0 ） ）

年

名 才

名 才

名 才

木造 RC

木造 RC

木造 RC

戸 戸 （ ）

大塚集落 の が へ （ 発令 、 解除 ）

特になし

0 0 　砂防指定地 0

0 ○ 　土石流危険渓流［ ］ ○

0 0 　急傾斜地崩壊危険区域 0

0 ○ 　急傾斜地崩壊危険箇所 0

○ 0

0 0

0

○ ）

③所属

④所属

※ 緯度

※ 被害状況について、土砂災害特別警戒区域内での被災を《　》内書、 経度
土砂災害警戒区域内での被災を〈　〉内書とする 本省公表の有無：

準ずる

湧水

最大時間移動量(時速）

令和２

近 年 の 移 動 履 歴 0

[都道府県]

0.0

0

観測所名 00

避難準備・高齢者等避難開始　発令時刻 避難勧告発令時刻

避難指示（緊急）発令時刻 土砂災害警戒情報発表時刻

発生
場所

　土砂法に基づく緊急調査の実施 0

移動層厚

0 特になし

0 0

1900年1月0日 0時00分

地　す　べ　り　規　模
幅

発生日時
1月0日 不明・調査中であっても

推定日時として暫定的に

記入する根　拠 0:00

㎜/24hr 令和２0

斜面勾配 拡大の見込

災　害　報　告（地すべり）

[ 市・郡 ]

令和２

令和２

0

0

0

[ 区･町･村 ]

2020年１月１日17:00

0

［大字］

地
区
名

0

0

0 0 0

災害発生場所からの距離

㎜ 令和２

0

避難勧告等で避難がなされた時刻 自主避難がなされた時刻

発生要因

有有 隆起変　　　状

災害発生場所からの距離 0

災害発生場所からの距離 0

天然ダム(河道閉塞)状況

長さ

0

移
動
状
況

観測地点

令和２

令和２

保全対象人家戸数 0 公共施設

最大高さ 最大幅 最大長さ 湛水

震度

0

0

降
雨
状
況

異 常 気 象 名

最 大 24 時 間 雨 量

連 続 雨 量 0

融

雪

0

移 動 総 量

0最 大 時 間 雨 量 ㎜/hr 令和２

第一報はその時点で判明している内容でよいので迅速に報告すること

報　告　者
①所属

氏名 0

㎜ S-1観測地点

地すべり防止区域

半 壊 《　》〈　〉戸

一部損壊

陥没

②所属 0

国有林

民有林 　宅地造成工事規制区域

保全課 氏名

危険
箇所 指定年

無地すべり危険箇所

0

0 氏名 0

座
標

氏名0

0

0

避難状況　（集落名、世帯数、人数、避難場所、避難情報等の発令・解除時刻　等を記載）

被害
者

年齢
32

42

その他

非 住 家 被 害 宅地擁壁の被害

1990

人家被害

57

公共土木施設被害

(砂防施設･道路･鉄道･
橋梁･河川構造物　等)

全壊･流出

《　》〈　〉戸0戸

《　》〈　〉戸

老人ホーム,発電所

　（流出、破損、埋没、交通の不通状況　等を記載）

無

該当
区域所管

保全　太郎

指定

　旧住宅造成事業に関する法律の適用区域

　建築基準法による災害危険区域

対応状況　（どこがどのような対応　（工事・監視等）　を実施したorする予定か）

（種類・面積）

0ha
人的被害

死 者

行方不明

緊急
事業
等

負 傷 者

0

0

0

練積1

《　》〈　〉戸

《　》〈　〉戸

農地
被害

応急
対応

直　轄

保安林

《　》〈　〉戸

3名 部長室 避難(発令に基づく) 1/1_15:30

　災害関連緊急事業申請の有無

0

被
害
状
況

0戸

0戸

関係法令等
（該当する項
目に○をつけ
る）

　都市計画法に基づく開発許可制度の適用区域

　土砂災害特別警戒区域

　その他（ 鳥獣保護区域

　宅造基準条例の適用区域

　災害対策基本法に基づく警戒区域

　土砂災害警戒区域

0

公共的建物・要配慮者利用施設

1/3_12:00

無

　建築基準法により条例で建築を制限している区域

令和２

令和２

令和元

既存施設状況

S-1

末端の押出の有無 有き裂 有有

観測地点

令和元

cm

0

 危険度 A

3世帯

既存施設 既存施設の被災（具体内容： 0 （具体内容：
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第 0 報

（ 現在）

ふりがな

0 月 0 日 0 時 0 分 0 月 0 日 0 時 0 分

0 月 0 日 0 時 0 分 0 月 0 日 0 時 0 分

0 月 0 日 0 時 0 分 0 月 0 日 0 時 0 分

（ ）

km

年 0 月 0 日 0 時 ～ 年 0 月 0 日 0 時

年 0 月 0 日 0 時 ～ 年 0 月 0 日 0 時

年 0 月 0 日 0 時 ～ 年 0 月 0 日 0 時

地震 震源地 km

観測所名 km

災害発生時の積雪深 0cm 年 0 月 0 日 0 時

Ｈ＝ ｍ

Ｈ＝ ｍ

度

人家 戸

0 ｍ 0 ｍ

0 ㎡ 0 度

㎥

ｍ

0 ｍ

0 ｍ

0 ｍ

0 ｍ

ｍ

（ 0 ） ） （ 0 ） ）

名 才

名 才

名 才

木造 RC

木造 RC

木造 RC

戸 戸 （ ）

0 の が へ ( 発令 、 解除 )

0
　災害関連緊急事業申請の有無　

0 0 　砂防指定地
0 0 　急傾斜地崩壊危険区域 0
0 0 　土砂災害特別警戒区域 0
0 0 　土砂災害警戒区域 0
0 0
0 0

　その他（ ）
③所属
④所属

※ 緯度
※ 写真は必要に応じ別途e-mailにて送付のこと 経度
※ 被害状況について、土砂災害特別警戒区域内での被災を《　》内書、 本省公表の有無：

土砂災害警戒区域内での被災を〈　〉内書とする

氏名
第一報はその時点で判明している内容でよいので迅速に報告すること

0
0 0 氏名

被害家屋位置の堆
積深

①家屋

②家屋

既存施設状況

関係法令等
（該当する項
目に○をつけ
る）

対応状況　（どこがどのような対応　（工事・監視等）　を実施したorする予定か）

物
的
被
害

(砂防施設･道
路･鉄道･橋梁･
河川構造物 等)

0

《　》〈　〉戸

公共土木施設被害

報　告　者
①所属 0 氏名
②所属

直　轄

斜面の情報

半 壊

全壊･流出

0

0世帯

その他 0

避難状況　（集落名、世帯数、人数、避難場所、避難情報等の発令・解除時刻　等を記載）

0
宅地擁壁の被害

0戸

公共的建物・要配慮者利用施設

0

一 部 損 壊 《　》〈　〉戸

0名 0 0:00

00

《　》〈　〉戸

《　》〈　〉戸

非 住 家 被 害

緊急
事業
等

応
急
対

最 大 時 間 雨 量 0 ㎜/hr

人 工 斜 面 0

0戸 《　》〈　〉戸

《　》〈　〉戸

（種類・面積）

0ha
農地
被害

0

震度

崩 土 の 到 達 距 離

人
家

保安林
国有林 　建築基準法による災害危険区域

　建築基準法により条例で建築を制限している区域民有林

座
標

発生日時

0
[ 市・郡 ]

0 0 0 地
区
名

0

0

避難勧告等で避難がなされた時刻 自主避難がなされた時刻

降
雨
状
況

異 常 気 象 名 0 観測所名

最 大 24 時 間 雨 量

0.0

0㎜

0

0

㎜/24hr

0

[都道府県]

斜
面
の

種
類

0

0

0

災害発生場所からの距離

観測地点

拡 大 の 見 込 み

0

発生要因

連 続 雨 量 0

0

自 然 斜 面 0 横　断　図（別途添付すること）

 勾     配     θ1

0

［大字］

0

0

既存施設 （具体内容： 0 既存施設の被災

概況平面図（別途添付すること）

1月0日 不明・調査中であっても
推定日時として暫定的に
記入する

0時00分

0

0.0

その他 0

0

崩壊又は流出土砂量

0

負 傷 者

高　さ 巾

面　積

0

がけ下端の堆積深

人的被害

保全対象

（具体内容：

0 ［Ⅰ・Ⅱ・準ずる・危険箇所ではない］

0 被害
者

年齢

0

0

公共的建物

崩
壊
の
状
況

死 者

行 方 不 明

がけ下端と被害家
屋までの距離

①家屋

勾配θ2

被
害
状
況

区 分

災　害　報　告（がけ崩れ）
1900/1/0

0 0 0 災害発生場所からの距離 0

災害発生場所からの距離 0融

雪

発
生
場

0

避難準備・高齢者等避難開始　発令時刻 避難勧告発令時刻

0

0

0

[ 区･町･村 ]

避難指示（緊急）発令時刻 土砂災害警戒情報発表時刻

0

根　拠 0:00

1900年1月0日

0.000000
0.000000

0

0 0

②家屋

0:00 0

0

　（流出、破損、埋没、交通の不通状況　等を記載）

0戸

0

　地すべり防止区域

0

　旧住宅造成事業に関する法律の適用区域

0 氏名 00

　宅造基準条例の適用区域
　都市計画法に基づく開発許可制度の適用区域
　災害対策基本法に基づく警戒区域

　宅地造成工事規制区域
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第 報

( 時点)

ふりがな

日 時 日 時

戸

斜面の高さ 概況平面図 縦断図

植生の状況

ｍ

崩壊の状況 ｍ

m3

°

ｍ

°

死者 名 名 名

全壊 戸 戸 戸

被害の状況 1

1

人 人

）

拡大の見込みについての理由：

保全対象への影響：

備　　　　考

災害関連緊急事業申請の有無： 有り

③所属

④所属

道路管理者による啓開後に交通解放予定

公共的建物被害 有

その他の建物被害 有

棟 旅館

そ の 他 の 概 況 無線鉄塔倒壊

○

土砂災害特別警戒区域

土砂災害警戒区域 急傾斜地の崩壊

○ 都市計画に基づく開発許可制度の適用区域

応急対応及び
警戒被難状況

応  　急  　対　  応 道路管理者が除雪し応急対応を実施

被　　難　　状　　況

地域防災計画記載 無

死 者 ・ 負 傷 者 等 有 1 行方不明者 1 負  傷  者 1

住　　宅　　被　　害 有 10 半　 　　　壊 10 一部破損 10

100 ｍ

草地、低木

別添 別添

拡大の見込み 無

雪 崩 の 種 類 1_表層

高　　　　　さ 100

幅 100

雪　崩　雪　量 300

発生区の傾斜度 45

走 路 の 長 さ 500

見　通　し　角 45

1/31 21 ～ 2/1 10

保 全 対 象

人　　　　　　家 3

斜 面 の 向 き公 共 的 建 物

公 共 的 施 設 R17

2020年１月１日17:00

長野県
きたあづみ はくば 0

旅館 北

 雪崩発生時の天気

気 象 状 況
 雪崩発生時の積雪深 100 cm 観　測　所　名 観測所との距離 観測所との標高差

 雪崩発生時の気温 -3 ℃ 霞ヶ関 10km 130m

 雪崩発生時の降雪深 80 cm

発生日時 R3

発生場所
北安曇郡 白馬村

八方尾根スキー場
[都道府県] [ 市・郡 ] [ 区･町･村 ]

月 1年 2

晴

日 14:30 0

区
域
名

雪崩危険箇所番号

0

［大字］

0

関係法令等
（該当する項
目に○をつけ

る）

地すべり防止区域 

保安林

建築基準法による災害危険区域

棟

0 世帯 0勧告･指示

民有林

有 2 4世帯自主避難

急傾斜地崩壊危険区域○ 国有林

宅地造成工事規制区域

①所属 氏名 保全　太郎

急傾斜地崩壊危険箇所 ○

建築基準法により条例で建築を制限している区域○

○ 鳥獣保護区域

○

○

砂　防　指　定　地 旧住宅地造成事業に関する法律適用区域○

宅造基準条例の適用区域○

災害対策基本法防災計画区域○

その他　（

緊急連絡体制の状況：

交通規制等： 通行止め

今後の対応：

※災害報告は、発生場所,座標,被害の状況を優先的に確認するものとし第１報はわかっている範囲でできるだけ早く連絡すること。

災　害　報　告　【スラッシュ雪崩】
1

全層雪崩のため、上部に積雪がなくなったことによる。

なし

構築済み

36.698077

経度

緯度座
標

報　告　者
0

保全課

0

0

※スラッシュ雪崩の場合はタイトル欄にスラッシュ雪崩と記載すること。 137.805462

氏名 0

②所属 氏名 0 氏名 0
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がけ崩れ災害報告記載要領

１ 急傾斜地崩壊については次のとおりとする。

（１）報告の範囲は次のとおりとする。

① 急傾斜地崩壊危険箇所（総点検）に斜面崩壊が発生した場合は全て報告する。

② 急傾斜地崩壊危険箇所（総点検）以外で斜面崩壊が発生した場合は、人的被害及び人家、公共的建

物等に一部破損以上の被害があった場合のみ報告する。

（２）気象状況の欄の雨量の考え方は次のとおりとする。

① 連続雨量は、雨が降り始めてから、崩壊の発生時に至る一連の雨量とする。

② 最大24時間雨量は、連続雨量のうち崩壊の発生時に至る２４時間の最大雨量とする。

③ 最大時間雨量は、連続雨量に係る降雨時間内の最大時間雨量とする。

（３）斜面の種類の欄で自然斜面、人工斜面について、まぎらわしいものは、次の図を参考のうえ判断す

ること。
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（４）保全対象人家戸数のとり方は、一連の急傾斜地に係る人家密集地区で被害想定区域内にある人家戸

数とする。

（５）同一地区内にあって多数の崩壊を生じた場合、崩壊の状況欄の高さ、幅、面積、勾配の欄について

は、それぞれ崩壊箇所別にその状況を記入し、他の欄は合計、もしくは総合的状況の報告でよい。

（６）がけ下端と被害家屋までの距離には、がけに最も近接した家屋までの距離を記入する。被災家屋が

複数の場合は２番目に近接した家屋まで記入する。

（ ） 。 、 《 》 、７ 死者・負傷者等の内訳には年齢を列記する また 土砂災害特別警戒区域内での被災を 内書

土砂災害警戒区域内での被災を< >内書とする。家屋や階数などの被災場所を概況平面図、横断図に

（ ）、 （ ） 。 「 」 「 」、死者 ♂・♀ 負傷者 ♂・♀ として記入する 死者・負傷者がいない場合は ０ 又は なし

不明の場合は「不明」と記入する。

（８）被害状況欄中 「全壊」とは、住宅の損壊した部分の床面積がその住宅の延べ面積の７０％以上に達、

したもの、又は住宅の主要構造部の被害額がその住宅の時価５０％以上に達した程度のものをいう。

「半壊」とは、損壊部分がその住宅の延べ面積の２０％以上７０％未満のもの、又は住宅の主要構

造部の被害額が、その住宅の時価の２０％以上５０％未満のものをいう。

「一部破損」とは、住宅の主要構造部に被害があり、かつ「半壊」に満たないものをいう。

土砂災害特別警戒区域内での被災を《 》内書、土砂災害警戒区域内での被災を< >内書とする。

（９）人家被害の内訳は木造（軽量鉄骨造(プレハブ)、金属造等を含む ・ＲＣ造別とする。土砂災害特別）

警戒区域内での被災を《 》内書、土砂災害警戒区域内での被災を< >内書とする。

宅地擁壁の被害の欄は、擁壁に被害があった宅地の戸数と被災した擁壁の構造を記入する。（10）

（11）避難状況及び対応状況欄には、土砂排除、警戒避難等の概要、消防団、自衛隊の出動救出状況等を

記載する。

（12）関係法令等欄には、被災地区が被災時点において記載された法律等の適用を受けていた状況につい

て記入する。

（13）概況平面図、横断図は別葉でも良い。

（14）がけ崩れの中心点付近の座標がわかるようであれば記入する。
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6-6　千葉県水防本部水防指令情報伝達表等
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6-7 千葉県水防てん末報告様式 
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